大型ごみ処理手数料等徴収事務委託仕様書

　この仕様書は鳥取市廃棄物の処理及び再利用に関する条例施行規則（鳥取市規則第８号）第10条に規定する大型ごみ処理手数料（以下「手数料」という。）の徴収事務委託について、必要な事項を定めるものである。

１　徴収事務を開始するにあたり必要な届出

（1） 大型ごみ処理手数料納付券（以下「納付券」という。）取扱場所届出書（様式１）又は納付券取扱店舗の一覧表

（2） 大型ごみ処理手数料納付券送付場所届出書（様式２）

２　在庫管理事務等

（1） 大型ごみ処理手数料等徴収事務委託は、納付券の取り扱いをもって行うこととする。

（2） 受託者が取り扱う納付券の種類は、100円券、500円券、1,000円券とする。

（3） 大型ごみ処理手数料等徴収事務委託契約で指定された取扱店において、（２）の3種類全ての納付券を取り扱う。

（4） 受託者は、あらかじめ鳥取市より購入した納付券を、その額面と同額で鳥取市民に販売する。

（5） 受託者は、納付券を販売した際、受領印を押印のうえ、納付券を手数料納入者に引渡す。

（6） 受託者は、納付券の在庫に移動が生じた場合は、受託者のシステム等により記録するとともに、毎月取扱店での棚卸を行い、在庫管理を適正に行う。

（7） 受託者は、納付券が破損又は汚損等により使用できなくなった場合は、随時、「納付券破損・汚損等報告書」（様式３）に納付券を添えて鳥取市に返納するものとする。

３　徴収事務実績の報告及び委託料の請求
　　受託者は、徴収事務の実績報告を、暦月単位で取りまとめ、「大型ごみ処理手数料徴収事務実績報告書兼請求書」（様式４）を鳥取市に提出するものとする。
４　納付券の購入と手数料の納付
　　受託者は、必要に応じて鳥取市にFAX等により納付券を発注するものとする。
納付券を発注し、納付券を受領した受託者は、納付券発注実績に基づき、手数料を市が定める納期限までに鳥取市へ納入しなければならない。
また、受託者が鳥取市へ手数料を納入する方法は、原則、鳥取市が発行する納入通知書とし、鳥取市の指定金融機関、指定代理金融機関又は収納代理金融機関に納入することとする。

５　委託料の支払い

　　鳥取市は、本業務に係る委託料を、３で挙げた報告書に基づいて委託料を算定し、月末までに支払うものとする。委託料は毎月の収納額の１０％とし、これに消費税及び地方消費税相当額を加えた額とする。なおこの場合において、１円未満の端数は切り捨てるものとする。

　　また、鳥取市の指定金融機関及び鳥取市長が指定した金融機関（指定金融機関と為替取引契約のある金融機関をいう。）に預金口座を設けている受託者は、この委託料を口座振替で受けることができる。この場合は「口座振替依頼書」（鳥取市会計規則に基づく様式第３３号）を提出するものとする。

６　変更等の届出

　　受託者は、この仕様書で定めるもののほか、納付券取扱店舗の移転・増減等委託事務に係る変更がある場合、「大型ごみ処理手数料徴収事務変更届」（様式５）により速やかに報告しなければならない。また、この変更が口座振替に関わる変更であった場合は、併せて「口座振替依頼書」（鳥取市会計規則に基づく様式第２６号）を再提出するものとする。

７　疑義が生じた場合の取扱

　　委託事務の実施にあたり、この証書に疑義が生じた場合は、鳥取市と受託者との協議のうえ、その取扱いを決定する。
８　その他

（1） 鳥取市内の店舗のみで手数料を徴収（納付券販売）すること。

（2） 公金及び納付券の適正な管理（在庫管理、保管状況等）をすること。
（3） 必要に応じて市の立入検査等に協力すること。

